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5. 西ドイツの共同決定制
西欧の経営参加といえば，西ドイツから説明するものが多い。およそ経営参加を論ずる
場合，西ドイツを避けて通るわけにはいかない。ドイツについて不勉強な私があえて小論
にとりあげるゆえんである。 • 
標記の西ドイツの共同決定制については，すでに我が国において，花見忠著『労働組合
の政治的役割―ドイツにおける経験ーー」 （未来社， 1965年）以降，多くの研究I)があ
1)前号に掲げた文献中，主として西ドイツを取扱ったものは，つぎのとおりである。
3 中村忠ー著『労働者の経営参加――—西ドイツにおける実態と背素ー」 （東洋経
済新報社， 1975年）， 9 二神恭ー著『参加の思想と企業制度j(日本経済新聞社，
1976年）， 18岸田尚友著『経営参加の社会構造—西ドイツの労使関係一』（広文
社， 1978年）
小論の前号を執筆校了して以後，経営参加にはまだ多くの内外の文献があることに気
がついた。例えば， ューゴ・スラヴィアについでは，・WorkersManagement in 
Yugoslavia: Studies and Report, New Series, No. 64. International Labour 
Office, 1962. がある。本書は， ILO職員が1957,59年にユーゴを訪問し， 関係当
局の資料を集め，事業所で実施の方法を見聞し，多くの関係者と討議の上まとめ上げ
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る。以下はそれら研究の成果に立脚したつもりであるが，思わぬ誤りなきを保し難い。幸
いこの方面には多くの専門家がおられるので，誤りについては，御教示いただければ幸い
である。
第2次大戦後の西ドイツの共同決定制の理解のためには，その歴史的背最を知らなけれ
ばならない。共同決定制は思想的には19世紀後半にまでさかのぽりうるが，ここではワイ
マール共和制の政策立法であった協営協議会法 (1920年）からはじめることにする。
第1次世界大戦終結の1918年11月，ベルリンに革命が起こってドイツ帝国は倒れ，新し
い共和国が生れた。この共和国は翌年，ゲーテと縁りの深い小都市ワイマールにおいて，
世界でいちばん「民主的」といわれる憲法を制定した。その故をもって， 1918年11月から
ヒットラーによる政権掌握の1933年1月までの教えて足かけ15年は，ワイマール共和国期
とよばれる。この間，安定期と呼びうる時期は，レンテン・マルクの創設， ドーズ・プラ
ンの採択によるインフレの終息，経済的再建のはじまりから1929年の世界的大恐慌の大浪
に呑みこまれるまでの5, 6年のことでしかなく，ワイマール共和国は，文字通り「敗戦
のなかで生れ，狂乱のなかで生き，悲惨のなかで死んだ」のである。
1918年のドイツ革命は， いうまでもなく第1次世男大戦の敗北の結果起ったものであ
る。戦争が長期化するとともに，物資は不足し，やがて人心はもちろん経済も疲弊した。
18年の春から夏の西部戦線での大反攻も失敗におわった。同年10月末，キール軍港で水兵
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ている。，ューゴの自主管理制度について委曲をつくしたもので誦訳もある。ューゴ
の経営参加にふれる前にまず目を通すべきであった。以下，前号以降，気がついた文
献を追加する。ただし，単行本に限定した。数字は小論の文献番号である。
〔1954年〕 19 労働省労政局編『経営参加制度」（労働行政研究所）
〔1960年〕 20 H.A. Clegg, "A New Approach to Industrial Democracy" Basil 
B!ackwell, Oxford 
〔1969年〕 21 ドイツ社会政策研究会編訳『西ドイツの社会政策』（日本労働協会）
〔1973年〕 22 労働省労政局労働法規課編『諸外国の労使協議制と経営参加」 （日本
労働協会）
〔1974年〕 23 I LO編，高橋正雄•高屋定国訳「ユーゴスラヴィアの企業における
労働者自主管理制度一~（至誠党）
〔1976年〕 24 日本経営学会編「現代の経営参加」（千倉書房）
〔1978年〕 25 岸田尚友編著「西ドイツの経営参加と労使関係』（教育社）， 26 「月
刊労働問題増刊一-「経営参加論批判」一」（日本評論社）
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たちが出撃命令を拒否し反乱を起こした。水兵にキール市の労働者が合流して，たちまち
のうちにキールの市政は，兵士と労働者の選出した「労兵協議会」の掌握するところとな
った。これが引金となって国内各地で革命勢力が蜂起， ヴィルヘルム体制に止めを刺し
た。いわゆるドイヅ11月革命である。
組合指導者は労働者大衆との内的接触を失っていた。革命は労働組合の次元をこえた完
全に政治的次元における政治的現象として進行して行った。
明らかにロシア革命の影響のみられる労兵協議会 (Arbeiter-undSoldatenrate)は，
既成の労働組合の枠を破って生まれたものである。ドイツの極左派はつとめて労兵協議会
の地位を高めようとしたが，労兵協議会は一刻も早く戦争をやめたいという民衆の気持の
なかから発生したものであって，それ以上の社会的変革の要求を持つものではなかった。
191眸12月にベルリンで開かれた労兵協議会の全国大会においては，社会民主党(MSPD)
が圧倒的に優勢であり，この大会は国民議会の選挙を191吟三の1月と定め，国民議会が召
集されたならば中央委員会はその権限を国民議会に引き渡すことを決議した。これによっ
て労兵協議会を国制の基礎とするという考えは，協議会自身の手によって否決されたわけ
である2)。
1919年2月，憲法制定のための議会がワイマールで開かれた。首都ベルリンを避けたの
は，まだ革命の余儘がのこっていたからである。この議会に先んじて行われた選挙で社会
民主党は過半数を獲得できず，独立社会民主党，共産党をふり切って，社会民主党が他の
中道2党と連合してようやく政権の座についたとき，このいわゆるワイマール連合の諸党
派には，きわめて苛酷な報復的講和条約の締結という難問題が待ちかまえていたわけで，
このドイツ国民すべての怨磋の的となる講和条件の重荷を背負いながら， 「民主化」の路
2)林健太郎著『ワイマール共和国～ヒットラーを出現させたもの～』 （中公新書27,
1963年） 26-8ページ。アルトウール・ローゼンベルグ著， 吉田輝夫訳『ワイマール
協和国史」（東邦出版社， 1974年）．参照。 ソヴェトは1905年のロシア革命のとき・はじ
めてあらわれた。ツアーの支配下にあっては合法的社会主義政党も社会主義的労働組
合も許されず，労働者政党は小さな非合法グループからなりたっていた。したがって
労働者大衆は活動するときは新しい機関を作るようになった。ペテルスプルグでスト
ライキを起した企業の労働者は信任者を選び，この企業別の代表の総会がペテルスプ
ルグ労働者評議会であった。この最初のソヴェトは革命的政党と農民および兵士の革
命的グループとの結合に努めた。こうして1905年のロシア革命では，労働者評議会が
革命的労働者を結集させる闘争組織となったのである。
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線を維進することは，帝政復活を待望するユンカー貴族的右翼のみならず，すべての国民
諸階層からのはげしい反撥を招かずにはいかなかったのである。
協議会は，経済生活の変革を目ざすものであった。とくに経済政策の分野において，地
域的・全国的共同決定を貫徹しようとするものであった。 1919年3月のベルリン・ゼネス
トを機としてワイマール国民議会にあらわれた労働者代表グループに対し，社会民主党を
首班とする共和国政府も， 同様な公約をした。 この公約に従い，協議会制度 (Ratesys-
tern) は1919年8月のワイマール憲法によって公認された。その第165条は，経営には経
営協議会 (Betriebsrate) の設置を， 中間段階には地域経済協議会 (Bezirkswirtscha-
ftsrate)の設置を，中央段階には全国経済協議会 (Reichswirtschaftsrate)の設置を規
定した3)。協議会の機能を経済的なものに限定するいわゆる反革命の産物であった。
共和国政府は，憲法の定める協議会制度の実現を急いだ。そして1920年2月に経営協議
会法 (Betiebsrategesetz)が制定された。同法は，戦争直後における一部の荒々しい発
展を秩序ある軌道に乗せた。労働者の共同発言権は，はじめて民間産業の会分野について
定められた。具体的には，一定規模以上の経営にはすべて経営協議会を設置することが法
律で義務づけられた。この経営協議会は，労務者協議会と職員協議会とに分れているが，
それが共同決定権と参加権の中心を占めていた。その活動は，主として社会的事項と人事
的事項を対象とした。解雇制限の問題については，労務者協議会または職員協議会におい
て解雇が正当な理由なしとされた場合でなければ，被解雇労働者は労働裁判所に訴えるこ
とができなかったから，労職各協議会は上訴制限法廷の機能さえもっていたわけである4)。
経営協議会は，団体交渉事項以外の労働条件の決定について雇主と協議し，福利施設の
運営，災害防止などについて協同し，さらに工場監督官と協力しながら労働保護立法の実
施状態を監視するなど，工場レベルの諸問題にかんする被用者の利益を代表する機関とし
て位置づけられ，その権利と義務とが明確化された。以上のような，利益代表のいわば伝
統的な方法とともに，監査役員会への従業員代表の派遣や経営状態にかんする情報聴取権
を協議会にあたえるなどの新しい方式も導入された。こうしてドイツ共同決定制の原型
は，ワイマール期のはじめにうちだされたのである5)。
それは，現実には， 1919年， 20&f当時のカオス期において，企業内に急速に浸透しつつ
3)文献21 168ページ参照。
4)文献21 169ペー ジ。
5)徳永重良「労働者の経営参加と労働運動」文献26 9ページ。
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あった労働者ソヴェトと兵営内において組織せられつつあった兵士ソヴェト中核とする共
産主義ドイツを志向するドイツ共産党勢力に対し，前世紀末においてすでに改良主義的路
線にかたまっていた労働組合が，社会民主党とならんで，民主共和制ドイツを強力に推進
する中心勢力となったのだし，工場，事業場内に陸続として結成されつつあった労働ソヴ
ェトは，労働組合の勢力に致命的な打撃をあたえるものであるが故に，それと対決し，そ
れを排撃するために，労働組合は経営民主主義に立脚した企業内従業員代表組織のための
統一的立法を要求した。 1920年法は， このような経過の一応の決算であった， といわれ
る6)。 しかし，急進的な路線で進もうとした共産党を弾圧するために帝政ドイツの旧軍部
と妥協し，さらに旧官僚体制に手をつけずに温存したために，ワイマール共和国の「民主
化」路線は内部的にも不徹底を免れず，その多難な前途はすでに出発時にさまざまな諸兆
候が示されていたと言いうる。ともあれ，ワイマール経営協議会法制が従業員代表組織を
して労使協力のための機関たらしめようとしたのは，敗戦ドイツの特殊な政治環境による
ものであったといえる。 1919年7月， ドイツ労働組合運動の主流をしめていた社会改良主
義派労働組合グループはニュルンベルグ大会を開催し，民主共和制ドイツの方向を決定す
るが，その決鏃は経営協議会について， 「労働組合とその勢力とを支柱とし，使用者と協
力して，経営協鏃会は経営デモクラシーを実現しなければならない」とのべている7)0 
第 1 次大戦直後がドイツ労働組合運動のヒ゜ーク—組合員数および組合員数において
一ーであったが，当時すでに崩壊の兆があらわれていた。以後，組合員数の減少したのみ
ならず，運動が分裂した。共産党，カトリック党および自由主義政党系の組合が，社会民
主党と密接に結びついていた主要な労働団体と競合していた。ローマ・カトリック党は，
社会民主党とともに共和国政権に参加した。この政党は共和主義の諸原理に立つものでは
なく，宗教政党であって，ローマ・カトリックの利益が守られるならどんな体制にも協力
しようとしたい。経営協議会法には， ローマ法王庁の労働回勅にみられるカトリシズムの
影響が指摘できる。それはキリスト教の社会倫理としての「経営の使用者と労働者とは倫
理的原則に基づく作業共同体においてともに働くもの」という考え方ならぴに分配の不平
等是正，貧者の救済等の正義の秩序の確立という考え方に基づくものである。
6)久保敬治「西ドイツにおける労使協謙制」文献2 160-1ペー ジ。
7)文献2 161ペー ジ。
8)A.J.P. テイラー 著， 川端末人／岡俊孝訳「ヨーロッパ栄光と凋落」 （末来社，
1975年） p. 256. 
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カトリシズムを抜きにして， ドイツ資本主義を語ることはできない。プロテスタンティ
ズムの反撃を受けてカトリシズムもまた変容したのであり，プロテスタント的＝カトリッ
ク的，という「二つの魂」を持っドイツは，両派のきびしい緊張関係のなかで，その「伝
統的」生活様式を創り上げてきたのである。そしてこの緊張関係は，第2次世界大戦後の
今日なお， ドイツ社会を刻印しているのである。近代資本主義の発達と禁欲的プロテスタ
ンテイズムの倫理との相関関係を指摘したマックス・ウェーバーの問題提起『プロテスタ
ンテイズムの倫理と資本主義の精神』は， ドイツ社会が，ョーロッパ世界のカトリック陣
営とプロテスタント陣営とが接触する前線上にある，という宗教地理的背最を抜きにして
は考えられないの。 ウェーバーはこの書で歴史の織りなす無数の縦糸横糸の中で，エート
スというもの，とりわけ宗教倫理というものが，どのように作用しているか，宗教改革の
精神的変革が，資本主義文化の発生に一つの不可欠な促進的要因を提供するという関係と
なった，といっているのである10)。ところで， M. ウェー バー は， ワイマール憲法の起草
にも参加した一人であるから，ワイマール共和国の「民主化」路線の有力な支持者であっ
たことはいうまでもない。ただ，ウェーバーは共和国の発足後間もなく，早くも1920年に
は死んでしまっており，現実にワイマール共和国の変転の歴史にはかかわるところがな
い。
共和国政府がまずかかえた難問はベルサイユ条約にもとづく賠償と戦後の後始末であっ
た。賠償金だけで1,300億，国の債務は1,000億に近く，その償却と利払いだけで戦前の1
年の国家支出に匹敵した。当然，不換紙幣が乱発され， 1922,23年にはいるとインフレは
のちのちの語り草になるほど天井知らずであった。ドイツ国民の大多数はワイマール共和
国時代の前半で，徹底的に痛めつけられたのだった。 1923年11月，レンテンマルクが導入
され， 1兆マルクが1レンテンマルクとなり，さらに連合国側から賠償支払期限緩和を骨
子とするドーズ案が呈示され， これらがきっかけで通貨不安がおさまるきざしがみられ
た。 24年には外資の導入に成功， ドイツの経済は立直りはじめた。このときから5, 6年
はワイマール共和国の安定期といわれる。しかしこの安定の土台は確かなものではなかっ
た。共和国は発足時とかわらずよろめきつづけていた。一方， 1923年以降，団体交渉は政
府の仲裁による干渉の増大によって弱体化した。経営協議会は，組合の手の及ばないとこ
9)渡辺尚「ドイツにおけける企業と社会」伊東光睛他二名編「西ドイツの経済と産業」
（筑摩書房， 1975年） 136-7ペー ジ。
10)大塚久雄著『社会科学の方法」（岩波新書， 1966年） 191-3ペー ジ。
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ろにおいて，苦情処理機構として，時として管理機関化する気配さえあったが，ナチスの
台頭以後， ドイツ労働戦線となり，これまでの方式は大きく後退した。
ドイツ人を特徴づけるものは，その敬虔，勤勉，自負，しかしまたときには我執や偏執
にさえなりかねない自我である。個人主義はドイツ人の日常の行動様式を深く規制する。
ドイツ人の生活態度において，集団の一員たることを嫌悪し，ときには他人と意識的に別
行動をとることによって，自己の独自性を顕示しようとする傾向がみられる。そのドイツ
人が，ときとしてすさまじいばかりの集団力をみせつけるのは，何らかの原因で示威の必
要に迫られたときであり，強大なカリスマ的指導者の名の下に，ふくれあがった個性に一
体化することによってである。ヒットラーに体現されたいわゆる指導者原理Fiihrerprin-
zipは， ドイツ人の個人主義のとるひとつの形態であったのである。
ドイツの共同決定制は，このようなドイツ人の個性， ドイツ社会の歴史的発展とわかち
がたくむすびついているのである。ナチス体制下において擬似的ながら経営共同体という
考え方は存在した。それは，労使の利害対立を原理的に否定し，実際には経営内へもいわ
ゆる指導者原理を導入したものであり，共同決定制の否定にほかならなかったm。
第2次世界大戦の破壊の中から急速に再建された西ドイツの労働組合は，宗教・政党の
分裂のないヨーロッパで最も簡明な組織形態である12)。
1949年に結成されたDGBの組織原則は産業統一組織である。金属工業労働組合以下，
各経済分野ごとに単一の組織がつくられ，これに労働者が個人加盟する。職員もエ員も一
工場は一つの産業別組合に組織されることになっている。かたちの上では日本の企業別組
合に似ているが， 質的には異なる。 ワイマール時代の苦い経験， 労働運動がイデオロギ
ー，政党，宗教，職業身分によって分裂し相争っていたためにナチスの台頭を許すことに
なった，という反省に立っての組織原則であり，個人加盟であって，組織の中心は産業別
組合にある。第2次大戦を経過することによって労働組合をいわば白紙の状態から組織せ
ざるをえなかったという事情が，かえって産業別の組織をほぽ純粋なかたちにおいてつく
11)前掲徳永論文文献26 11ペー ジ。
12) JFB Goodman, "Trade unions and collective bargaining systems", ~ 坪
rative Industrial Relations in Euro加 editedby Derek Torrigton (ASSOCIAT-
ED BUSINESS PROGRAMMES, 1978) p. 33-4. 
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ることを可能ならしめたのであった13)。
産業別労働組合は団体交渉当事者であり，産業別使用者団体と地域別に統一交渉を行な
うのが普通である。使用者団体との間に広い範囲の被用者の最低労働条件を決める労働協
約を締結している。労働組合は「経営から離れた」 (Betriebsfern),企業，職場に足をも
たない横断組織である。企業が労働組合組織にとって空洞化地帯であるという事態が，以
下にのべる共同決定諸法とかかわりあいをもっている。
西ドイツでは， 共同決定 (Mitbestimmungs)という言葉が一般的に用いられている。
それは，産業活動のあらゆるレベル，経済全体において労働者が平等の立場で参加するこ
とを意味している14)。ワイマール共和国の成立により，今日的意味での共同決定の理念の
類型が固まったとみてよい。第2次大戦後の西ドイツはほぼワイマール体制の継続だと考
えられている。第2次大戦後の出発点をなくしたのは，連合軍の占領下でとられたルール
鉄鋼業における共同決定制である。
ボッダム宣言にしたい，イギリス占領軍はルール地方の鉄鋼企業を接収した。その指揮
下に25の鉄鋼業の株式会社が新設された。その際，労働組合は占領軍と交渉して， 1947年
監査役会の構成に対する発言権を獲得するのに成功した。鉄鋼業の接収にかんする軍政府
13)これらの産業別組合は， 1978春に警察官労組が加盟し，現在では17組合が上部団体で
あるDGB(ドイツ労働総同盟）に，組合費収入の12彩を収めて，これを維持してい
る。 DGBは，加盟労働組合を結集して，政治，経済，社会，文化のあらゆる分野で
共通の利益を代表することとされている。他に， ドイツ公務員組合 (DBB, 71万
人）， ドイツ職員組合 (DAG,47万人）など伝統的性格を有する少数派組合もまだ
存在するが， DGBと協力して政府や議会に働らきかけることが多い。西ドイツの組
合員数は700万人をこえ，平均組織率は約32彩である。党に密着した戦前と対照的に，
社会党が一連の選挙の敗北に苦しんでいるときも， 労働組合運動は進展した。 H.A.
Clegg: A New Approach to Jndutrial D呻 ocracy(Basil Blackwell, 1960) p. 
50. _ 
DGBは政党に対して中立であることを原則としている。 DGBは寵接に政治闘争を
行わないし，規約上も自由にして民主的な西ドイツの国家秩序を支持する， としてい
る。
14)ただし，今日の西ドイツでは，経営をこえる共同決定はせいぜい「労使協調行動」と
よばれるゆるやかな所得政策にみられる程度である。二神恭ー『参加の思想と企業制
度』文献9 13ペー ジ。
48 
経営参加論考(2)(西岡） 49 
立法は，企業解体の完了後， 1950年末に廃止されることになっていたが，この廃止にとも
なって共同決定までも失われはしないかと労働組合はおそれ，一般投票の結果，組合員の
圧倒的多数が共同決定の維持のためストライキに賛成した。連邦首相は，組合側と企業者
側からそれぞれ専門家を招集した。これらの専門家は折衝を重ねた後， 1951年1月，鉄鋼
業における共同決定の方針を決定した15)。これをもととした同年のモンタン共同決定法は
1947年以来の既得権を法的に確定し，石炭部門にも拡大されたものである。
同法以下，今日の西ドイツの共同決定制は主につぎの法律にもとづいている。
(1) いわゆる「モンタン共同決定法」 (1951年）
(2) 「経営組織法」 (1952年， 72年改正）
(3) 「職員代表法」 (1956年,74年改正）
(4) いわゆる「拡大共同決定法」 (1976年制定.78年施行）
以上の詳細については，多くの書物に紹介されているから，ここでは若干のボイントに
だけふれておく。
(1)のモンタン共同決定法 (Montan-Mitbestimmung)は，鉄鋼と石炭の両産業部門，
いわゆるモンタン部門の従業員1,000人以上の企業に適用される。西ドイツの株式会社
の場合，業務執行の機関としての取締役会と． その監督・監査の機関としての監査役会
(Aufsichtsrate)がある。 (1)の内容はおよそつぎのとおりである。 この法律は二つのこ
とを定めている。第1に，石炭・鉄鋼業においては，監査役会に労働者代表を半数入れる
こと，第2は，人事・労務担当の労働者代表の取締役をおくことの二つである。かれは資
本側の取締役とともに，業務執行にあたる建前になっている。 1956年の「補充法」によっ
て，持株会社であっても， 支配企業のうちの石炭・鉄鋼産業の売上げが50彩以上であれ
ば，共同決定制度が適用される。
(2)の「経営組織法」 (Betriebsverfassungsgesetz) でも主に二つのことが定められて
いる。
ひとつは18オ以上の従業員が常時5人以上いるあらゆる事業所に経営協議会 (Betrie-
bsrat)を設けることである（この場合，「経営」 (Betrieb)は工場その他事業所のこと，
Betriebsratは事業所別の労働者代表機関である。ここでは一般の訳例にしたがってお
く）。
その二は，従業員数100人以上の経営では経済委員会 (WirtschaftsausschuB)を設け，
15)文献21 171ページ。
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その場で経営者側が投資計画・生産・販売計画・財務状況を報告し，従業員との意思疎通
を図ることを規定している。従業員500人以上の企業についてはやはり監査役会への労働
者代表の派遣が規定されているが，これは3分の1の席を占めるにすぎない。
経営組織法は， Betriebsrat(経営協議会， 岸田尚友氏16)によれば事業所従業員会）の
組織と企業内交渉の既得権を保証する法律である。 Betriebsratはわが国の労使協議制の
ような労使双方の会議体でなくて，協議機関に参加する一協譲当事者であり， 日本の企業
別労働組合の中央執行委員会と同一のものとして位置づけられる。この場合，従業員とは
労働者および職員をさし，管理職員は含まない。事業所の規模が大きくなるにつれてその
設置率は上昇している17)。
Betriebsratは，労働保護規定---:-就業規則に規定する条件ーーが当該経営で守られて
いるかどうかを監視し，労働者の採用・解雇・配置転換など従業員の利益を擁護・促進す
るための一連の共同決定権をもつ。いかにもドイツ人らしくその活動を法的に詳細に規定
している。 1972年法は討議項目を次の4点に拡大した。 1.事業所内の身分保障， 2.労働者
は自分が働らく職場の内容，企業内で自分が働らく職場のもつ役割・位置・職務の変更に
ついて使用者に説明を求めることができる， 3.労働者は企業内でその労働条件について意
見を述べる権利が与えられ， 4.Betriebsratに人事考課権が与えられ，労働者の閲覧権が
認められる，労働者は不公正な取扱いを受けているような場合には苦情を申し立てること
ができる， 苦情の理由に正当性があるときは， 使用者はこれを改善しなければならない
し， 5.労働者の苦情処理について一定の権限が与えられた，等である。
Betriebsratの独立性は，委員・立候補者の解雇制限によって保証されている。しかし
法は彼等に特別の秘密保持義務を課している。使用者の内密の発言などを経営外の機関，
とりわけ労働組合に洩らしてはならない。
Betriebsratは中小企業では一企業ー事業所従業員会，大企業では複数の事業所従業員
会の上に企業レベルの従業員会が組織され，企業の経営者と労使協議決定を行なうから，
組織構造からみるとわが国の企業別組合や大企業の企業連に類似している。岸田尚友氏
は16), 経営組織法は日本の労働組合法と比較しうるといわれるが， Betriebsratには賃金
16)文献16 304-326ペー ジ参照。
17)多数の小手工業と小商店，全農業経営の圧倒的部分，控え目にみて30万以上の経営に
経営協議会を置くべきであるにかかわらず，存在しない。
文献21 174ペー ジ。
18)文献16326ペー ジ。
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水準の交渉をする権限は付与されていないし，交渉事項にかんして経営と同意に達するこ
とができない場合，ストに訴えることは禁止されている。労働組合の本来の機能はもって
いない。その場合，紛争処理機関としての調整委員会の決定が最終決定で，両者にたいし
て拘束力をもっている。
Betriebsratは，組合ではなく，企業の意思決定を行なう一つの機関であって，費用は
企業が負担する。委員の選挙費用・委員の給与・専従者の費用・日常的な活動費・事務所
の設置とその経費の負担が，企業に義務づけられている19)。Betriebsratは，企業内の労
使関係の不和や緊張関係，意思疎通の欠如に基因する問題の解決に役立つが，広く被用者
全体の利害を代表する労働組合活動とは別にある。企業内においては，組合員は組合から
隔絶された排外的立場に立たされているのであって，経営組織法（現行1972年法において
も）は，対 Betriebsratに関連した若干の権限を労働組合に付与しているけれども，そ
れは労働組合の企業内活動にとってミニマムな保障に止まる20)。
(3)の「職員代表法」 (Personalvertretungsgesetz)は，行政官庁に対する経営参加法
であり，経営組織法に準じたものである。
(4)の「共同決定法」 (Mitbestimmungsgesetz)は， 1976年3月成立， 2年間の経過期
間を経て1978年7月から完全実施となった。 (1)のモンタン共同決定法を，従業員2,000人
以上の企業に拡大したもので，新あるいは拡大共同決定法とよばれる。ただし労使同数の
監査役会においてモンタン法に比べると労働者側の内容が多様化されている。
例えば従業員2,000人以上1万人未満の企業では，監査役は12人で，株主， 労働者側か
らそれぞれ6人の監査役を出すことになっている。株主側監査役は株主の代表だが，労働
者側については6人のうち当該企業の従業員代表が3人，産業別組合の指名するものが2
人，上級職員 (LeitendAngestellte)から1人と配分が決められている。
新共同決定法は連立与党であるSPD (社会民主党）とFDP(自由民主党）の妥協の
産物である。新共同決定法では当該企業の LeitendAngestelleがかならず1人労働者
側に加わることになっているが，かれが労働者側に立ってはじめて労資対等が実現するこ
とになる。しかし LeitendAngestelleは， その業務の性格あるいはその階層的立場か
らかならずしも労働者の利益を代表するものとなりえない。岸田尚友氏によれば21), ドイ
19)文献25 68-71ペー ジ。
20)久保敬治「西ドイツにおける労使協議制」文献22 156ペー ジ。
21)文献20 50ペー ジ。
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ツでは日本の企業でいう取締役の数は少なく，その取締役を補佐しあるいは日常業務を代
行するのが LeitendAngestelleであって，日本でいうと平取締役クラスだという。 ま
た議長も監査役会の3分の2以上の票を得たものが選出され，多数が得られない場合には
株主側から選出されることになっている。その上議長の議決権が増大し，賛否同数に票が
分かれた時は鏡長が第2の投票権を有することになっており，この面からも建前としての
労資対等の原則はくずされている22)。
ここで監査役会 (Aufsichtsrate)についてふれておこう。これを最高経営会議と訳す
る見解がある。西ドイツでは所有が意味をもっているnすなわち，資本家が株主というか
たちで存在し，監査役会を構成する。監査役会は，取締役を選任・解任する権限をもち，
投資・資金計画など会社運営の基本方針を決定する最高意思決定機関なのである23)。
問題は，監査役会と取締役会との力関係である。株式が広く分散して， とりたてて有力
な株主のいない会社においては，取締役会が強力な権力を有することが多く，これに対し
て，株式が少数の有力株主により所有されている場合には，監査役会およびその議長が多
くの実質的な経営上の意思決定を自ら行なうことが多く，その場合，取締役会の役割は意
思決定の単なる実行者としての地位に甘んじることになる。経営者支配とは，株主の数が
きわめて多く，しかも株主のいずれもが単独で企業の経営に直接的な影響力を及ぼすこと
のできない支配形態である。
吉森賢氏によれば，西ドイツはきわめて同族企業の比率の高い国である24)。相対的に経
22)この法律の成立の経緯については，労働省「海外労働経済月報』第139号 45-48ペー
ジ参照。
23)日本くらい経営者の力が強く，経営者革命が全体に進んでいる国はない， という見解
がある。監査役にしても株主総会にしてもほとんど無機能化している。株主総会を支
配しているのは，社長の意思と総会屋の結合である。自己に都合のいいような公認会
計士を社長自ら任命するから （ロッキー ド社のように）， 公認会計士が不正を指摘す
るような事件は日本ではみられない。欧米の企業の公認会計士の監査は厳格であっ
て，企業共同体内の自己監査以外の何ものでもない日本の企業と異なる。伊東光晴ほ
か『日本の経営風土」日本評論社， 1978年， 62-97ページ参照。
24)西ドイツの同族企業の比率はフランスのそれとほぼ同じであるが，質的にみた場合，
西ドイツがはるかに同族的性格が高い。フランスの同族企業最大 100社の 70社， 70彩
の持株比率は50彩以下であり，同族が51彩以上を所有する企業は30%にすぎないのに
対して，西ドイツの同族企業最大72社のうち68彩に達する49社が51彩の過半数の持株
比率を有している。また100彩同族所有の企業がフランスに比し圧倒的に多い。更に
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営者支配がすすんでいない，といえよう。自己資本中心の経営であり，経営指標として自
己資本収益率が重視される。投資決定が慎重であり，実施する場合もできるだけ自己資本
の範囲で投資の資金調達を行なう。
ヨーロッパの場合， リーダーシップをとる人間は非常に少数の個人である。そのリーダ
ーシップをとる人間が同時にすべての意思決定をする。その任に選ばれた人間は，経営的
にも技術的にもエキスパートであって，選ばれて任期にある間は，自分だけの計画をたて
て専制的に実行する。日本の企業の意思決定が稟議制度により多くの人間がこれに参加す
る，といった事態はヨーロッパにみられない。ョーロッパの場合は逆に多人数では意思決
定ができない状態になっている。その背後には，ヨーロッパの個人主義と日本の集団主義
があるだろう。
監査役会は，このような企業家決定をチェックできる立場にあるが，形式と実質は異な
る。定例的には年4回開催される監査役会への労働者の参加が，現実には，労働側が企業
家的決定に介入し，文字どおり「共同で決定する」ことを意味するものではない。ドイツ
では，イギリスのように石炭や鉄鋼業の国有化は行なわれていない。この非国有化，同族
支配の所有の形態を，社会化のイデオロギー修正したのが，モンタン共同決定法から現在
にいたる拡大共同決定法への大きな流れといえるのではないか。平均4回，労働者側が非
常勤役員会へ参加することは，企業の基本政策の決定に対する影響力の面では疑問なしと
しないが，この制度によって，企業や経営の中に democracyの仕組みが導入され，労使
の利害が多面的に調整され，企業行動について労働者のコンセンサスが得られるようにな
ったといえるだろう。
西ドイツ国内において， 共同決定は戦後の経済復興と豊かな国民生活の実現に貢献し
た，という評価と，決定に時間がかかる，思い切った事業計画の転換ができないなどの批
判がある。
拡大共同決定法は 1人の労働取締役 (Arbeitsdirektor) を置かなければならない，と
西ドイツにはいくつか巨大な同族企業コンツェルンが存在する。なかでも最大の規模
を有するフ））ックコンツェルンは， ョーロッパにおける最大の同族企業である。また
西ドイツでは，銀行が機関投資家として企業の持株を所有し，かつ経営者として役員
を派遣する。しかし，銀行と企業とはギプ・アンド・テイクの関係にあり，企業の業
績が順調であるかぎり， 銀行の力は企業のそれを大きく上回ることはない（吉森賢
『西欧企業の発想と行動』ダイヤモンド社， 1979年， 99-109ペー ジ参照）。
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定めている。モンタン共同決定法においては，そのほとんどは労働組合から推薦された。
共同決定の分野において，労働者代表は労働取締役の人事のイニシアテイヴは握っている
が，企業体の人事のそれは．いぜんとして所有者の掌中にある，といわれた25)。拡大共同
決定法は2年間の準備期間をへて， 1978年6月30日までに対象企業で，新しい法律にもと
づいて新監査役が選出された。拡大共同決定法では，労働取締役が労働側委員の推薦で選
ばれるという点は，明記されていないが，モンタン法の場合と同様になる可能性がある。
そのとき彼は，労働組合に友好的でありながら，人事的事案，ときには賃金交渉の場合に
は，企業の代表として労働組合と対立するという二重の立場に立つことになる。
1977年9月，ダイムラー・ベンツ，バイエル，ヘキスト，ボッシュなどの九つの大企業
と使用者団体が， 連邦憲法裁判所に対して， 新共同決定法が憲法違反の疑いがあるとし
て，政府を相手どった訴訟をおこした。提訴の内容は， 1.新共同決定法における企業の最
高の意思決定機関の監査役会の構成の労資同数制は． ドイツ憲法に規定する所有権の保障
に抵触し，これは単に持分所有者のみならず，企業自身の機能能力にかかる問題であるこ
と， 2.新共同決定法による労働取締役の存在は，基本法上保護され，労使の対等と相互独
立を本質的な前提とする協約自治の原則を空洞化するものであることの2点である26)。
このような使用者側の動きにたいして労働組合側は強く反発し， DGBのフェッダー会
長は厳しく使用者側を批判した。また197_7年7月上旬に開催された「協調のとれた行動の
ための懇談会」（第40回）にはDGB代表は欠席した。 DGB不参加は同懇談会が1967年
に発足して以来初めてのことであるm。さらに西ドイツ最大の単一労働組合である金属労
働組合（組合員258万1,000人）は3年毎の大会を77年9月に開催した席上，このような使
用者側の動きを批判し， 「使用者側が提訴を取下げるか，連邦憲法裁判所の判決のあるま
で，協調行動への参加を見合わせるようなDGBに働きかける」旨決議した28)。
金属労働組合は，・ 労使協調行動を制度化してきた組合である。モンタン共同決定法は，
25)二神恭一「経営的共同決定の現実的展開」文献2460ペー ジ。
26)日本労働協会編「日本の労使関係」（昭和53年版年報） 159ペー ジ。
27) 「協調行動」は， 1967年，当時の連邦経済相シラー（社会民主党）が，経済成長安定
法のなかの一つの柱として制度化したもので， 1年のうち何か，使用者団体代表，労
働組合代表が，経済相，労働社会相をかこんで経済の動向について意見を交換するも
ので，わが国の労使問題懇談会に似ている。
28)労働省統計情報部『諸外国の雇用と賃金」 129ペー ジ。
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石炭鉄鋼産業の労使関係を安定させる土台になってきたと長い間信じられてきた29)。この
組合の鉄鋼委員会は1978年11月来，週労働時間35時間制を要求し， Jレール地方やブレーメ
ン，オズナプリックの各都市にある八つの鉄鋼工場で3万7千人の労働者に対しスト突入
を指令したQ 1928年，ワイマール共和国時代の後半，ルール地帯の鉄鋼業の労働争議以来
50年ぶりのストライキである。ストは越年して， 79年1月1日からはさらに2万人の労働
者がストに参加するなど鉄鋼労働者の半分に相当する10万人がストに加わり， 1月7日ま
での44日間，ルール工場地帯を中心にして，ストライキとロックアウトの攻防戦が雪と氷
のなかでくりひろげられ，西ドイツの労働争議史のなかで， 2番目に長い激しい闘争にな
った30)。結局， 1月7日に妥結し， 1月10日の組合員の直接投票で承認されたが，今回の
ストライキは，共同決定法に対する経営者側の攻撃が，西ドイツの労使関係をいつになく
険悪なものにしていることの反映といえる。総労働と総資本の代理戦争であったのであ
る。
ところで，使用者側がおこした共同決定法の違憲訴訟はほとんど下級審で合憲判決が出
て使用者側の訴えは却下され，上級地方裁判所段階でも，デュッセルドルフ上級地方裁判
所が合憲判決をし，訴えを却下した。判決の趣旨は，所有権の侵害の点については，共同
決定法は所有権の収奪にはみられず，同法は労働・経済条件の保持と促進について合意を
形成する権利（協約自律性）を阻害しないとしている31)。西ドイツ連邦憲法裁判所は， 3 
月1日，新共同決定法を違憲とする経営者側の提訴を却下した。裁判所は，この共同決定
法に盛られた労使双方の権利の比重は「やや株主側に分があり，財産権を侵害するまでに
はなっていない」として合憲の判決を示した。
この訴訟は，西ドイツの憲法裁判史上最大の規模のものといわれ，この訴訟をめぐり，
労使間の緊張は異常な高まりをみせたものである。
29) Cleggによれば， 戦後鉄鋼業の労働損失日数は大巾に減少したけれども， これは，
他の産業についてもいいうることである。そして非公認ストライキは依然発生してい
る。文献 20p. 53. 
30)このストラィキについては， 林田達「西ドイツの鉄鋼ストと時短要求の意義」『月刊
労働問題1979年 3 月号」 43-7ページ。および仲井斌「二つの労使対立—西ドイツ
・鉄鋼争議と共同決定法訴訟の意味するもの一~ 『エコノミスト1979年3月27日号』
80-5ペー ジ参照。
31)労働省『海外労働経済月報」第331号45ペー ジ参照。
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モンタン共同決定法が30年以上も実施されている現実と照らし合わせ・ても，経営者側が
この訴訟で違憲判決が出る可能性を期待したわけではない。労働組合が今後も完全同権の
モンタン型共同決定の実現を全産業に求めていくなかで，労働組合に抵抗の姿勢をみせて
議会がこれ以上，組合に有利な立法を行わないよう索制する長期の視点からみた経営者側
の「防衛対策」であったといわれる。
ともあれ西ドイツの労働組合の政治的ないし社会的実力はわが国のそれに比べはるかに
高くかつ強力である。新共同決定法が共同決定拡大化の方向を示したことは，評価されて
しかるべきであろう。その経験に即していえば，共同決定制は決して「体制変革的」なか
たちで作用しなかったし，作用していない。むしろその作用は， 「体制安定化」の方向に
あった，というべきである。今日の西ドイツの共同決定制は，ワイマール共和国の増幅さ
・れた複写ということができる。
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